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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成22年7月29日(2010.7.29)

【公表番号】特表2006-525551(P2006-525551A)
【公表日】平成18年11月9日(2006.11.9)
【年通号数】公開・登録公報2006-044
【出願番号】特願2006-509791(P2006-509791)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ   6/036    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ   6/22    　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成22年6月10日(2010.6.10)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００８１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００８１】
これら２つの有効面積は同じ分子を有する。しかしながら、音響光学有効面積の分母は音
響及び光学場間で重複して計測される。この重複項が分母にあるから、重複が小さいと大
なる音響光学有効面積となる。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中央線から１μｍの半径まで延在し、半径ｒΔＭＡＸにおいて０．７％未満の最大相対
屈折率Δ１ＭＡＸ（パーセント単位）を有し、ｒΔＭＡＸからｒ＝１μｍまでの全半径で
０．３％よりも大であり且つ０．６％未満である相対屈折率分布ΔＣＯＲＥ１（ｒ）を有
する第１部分と、
　前記第１の部分を包囲し且つ前記第１の部分に直接隣接し、２．５μｍの半径まで延在
し、０．１５％から０．５％まで相対屈折率分布ΔＣＯＲＥ２（ｒ）を有し、Δ２ＭＩＮ

＜０．３％である最小相対屈折率Δ２ＭＩＮを含む第２の部分と、
　前記第２の部分を包囲し且つ前記第２の部分に直接隣接し、４．５μｍの半径まで延在
し、ΔＣＯＲＥ３（ｒ＝４μｍ）＞０．２％である相対屈折率ΔＣＯＲＥ３を含み、Δ２

ＭＩＮよりも大であり且つΔ１ＭＡＸ未満の最大相対屈折率Δ３ＭＡＸを含み、０％から
０．６％までの間にある相対屈折率ΔＣＯＲＥ３（ｒ）を有する第３の部分と、
　前記第３の部分を包囲し且つ前記第３の部分に直接隣接し、４．５μｍから１２μｍま
での間にある半径まで延在し、０％から０．４％の間にある相対屈折率ΔＣＯＲＥ４（ｒ
）を有する第４の部分と、を含むコアと、
　前記第４の部分を包囲し且つ前記第４の部分に直接隣接するクラッド部と、を含む光フ
ァイバであって、
　前記コアの終点及び前記クラッドの始点は、ｒＣＯＲＥ＞４．５μｍであることを特徴
とする光ファイバ。
【請求項２】
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　１５５０ｎｍで１０ｄＢ未満のピン配列曲げ損失を示すことを特徴とする請求項１に記
載の光ファイバ。
【請求項３】
　１５５０ｎｍで０．７ｄＢ／ｍ未満の横方向荷重曲げ損失を示すことを特徴とする請求
項１に記載の光ファイバ。
【請求項４】
　１５５０ｎｍで５ｄＢ／ｍ未満の２０ｍｍのマクロ曲げ損失を示すことを特徴とする請
求項１に記載の光ファイバ。
【請求項５】
　Δ１ＭＡＸは０．６％未満であることを特徴する請求項１に記載の光ファイバ。
【請求項６】
　１５５０ｎｍで８０μｍ２よりも大の光学有効面積を示すことを特徴する請求項１に記
載の光ファイバ。
【請求項７】
　１５５０ｎｍで０．０７ｐｓ／ｎｍ２－ｋｍ未満の分散スロープを示すことを特徴とす
る請求項１に記載の光ファイバ。
【請求項８】
　前記相対屈折率は６μｍから２５μｍの間の全ての半径で０．０３％未満であることを
特徴とする請求項１に記載の光ファイバ。
【請求項９】
　前記ΔＣＯＲＥ２（ｒ）はｒ＝１．５μｍからｒ＝２．５μｍまでの間において０．３
５％未満であることを特徴とする請求項１に記載の光ファイバ。
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